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議案第２号

令和７年度 鉾田市国民健康保険特別会計予算

令和７年度鉾田市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，０９３，２１９千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算｣による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条の３第２項の規定による一時借入金

の借入れの最高額は、６００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流

用することができる場合は、次のとおりと定める。

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用

令和７年３月３日 提出

鉾田市長 岸 田 一 夫
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歳　　入 （単位：千円）

款 項

国 民 健 康 保 険 税

国 民 健 康 保 険 税

一 部 負 担 金

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

手 数 料

国 庫 支 出 金

国 庫 補 助 金

県 支 出 金

県 補 助 金

財 政 安 定 化 基 金 支 出 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

繰 入 金

他 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

繰 越 金

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

預 金 利 子

雑 入

 　　　　　　　　　 歳　 　 入　　  合　　 計

金　額

第１表  歳 入 歳 出 予 算
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歳　　出 （単位：千円）

款 項

総 務 費

総 務 管 理 費

徴 税 費

運 営 協 議 会 費

趣 旨 普 及 費

保 険 給 付 費

療 養 諸 費

高 額 療 養 費

移 送 費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

傷 病 諸 費

国民健康保険事業費納付金

医 療 給 付 費 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

介 護 納 付 金 分

保 健 事 業 費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

基 金 積 立 金

公 債 費

公 債 費

諸 支 出 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

延 滞 金

繰 出 金

予 備 費

予 備 費

× 共 同 事 業 拠 出 金

× 共 同 事 業 拠 出 金

 　　　　　　　　　 歳　 　 出　　  合　　 計

金　額
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令和７年度

鉾田市国民健康保険特別会計予算に関する説明書



１．総　括

歳　　入

　　　　　  款 本年度予算額 前年度予算額

国 民 健 康 保 険 税

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

　　歳　　入　　合　　計

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

―292―



（単位：千円）

比　　較  増 減 率（％）  構 成 比（％）

△21,218 △1.1 

△1 △25.0 

△13,984 △0.3 

△67,081 △9.6 

△1,668 △14.4 

△103,509 △1.4 
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歳　　出

総 務 費

保 険 給 付 費 △20,645

国民健康保険事業費納付金 △91,932

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金 △369

予 備 費

× 共 同 事 業 拠 出 金 △1

　 歳　　出　　合　　計 △103,509

款 本年度予算額 前年度予算額 比　 較
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（単位：千円）

国 県 支 出 金 地  方  債 そ  の  他

△0.5 

△3.6 

△4.9 

皆減

△1.4 

一 般 財 源
 構 成 比（％） 増 減 率（％）特　　  定　 　財　 　 源

 本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳
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２．歳　入
(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税

国民健康保険税 △21,218

　　　　　 計 △21,218

(款)  2 一部負担金 (項)  1 一部負担金

一部負担金

　　　　　 計

(款)  3 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

総務手数料

督促手数料

　　　　　 計

(款)  4 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

国民健康保険災害臨時特例補助

金

× 出産育児一時金臨時補助金 △1

目 比　較
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額
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（単位：千円）

金 額

医療給付費分現年 01 医療給付費分現年課税分（普通徴収分）

課税分 04 医療給付費分現年課税分（特別徴収分）

後期高齢者支援金 01 後期高齢者支援金分現年課税分（普通徴収分）

分現年課税分 02 後期高齢者支援金分現年課税分（特別徴収分）

介護納付金分現年 01 介護納付金分現年課税分（普通徴収分）

課税分 04 介護納付金分現年課税分（特別徴収分）

医療給付費分滞納 01 医療給付費分滞納繰越分

繰越分

後期高齢者支援金 01 後期高齢者支援金分滞納繰越分

分滞納繰越分

介護納付金分滞納 01 介護納付金分滞納繰越分

繰越分

現年分 01 一部負担金

総務手数料 01 納税証明手数料

督促手数料 01 督促手数料

一部負担金等減免 01 一部負担金等減免による損失補てん

による損失補てん

国民健康保険税減 01 国民健康保険税減免等による損失補てん医療給付

免等による損失補 費分

てん医療給付費分

国民健康保険税減 01 国民健康保険税減免等による損失補てん介護納付

免等による損失補 金分

てん介護納付金分

廃目

節

区　　　分
説　　　　　　　　 明

―297―



(款)  4 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

　　　　　 計 △1

(款)  5 県支出金 (項)  1 県補助金

保険給付費等交付金 △13,984

　　　　　 計 △13,984

(款)  5 県支出金 (項)  2 財政安定化基金支出金

財政安定化基金交付金

　　　　　 計

(款)  6 財産収入 (項)  1 財産運用収入

利子及び配当金

　　　　　 計

(款)  7 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

一般会計繰入金

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
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（単位：千円）

金 額

保険給付費等交付 01 保険給付費等交付金（普通交付金）

金（普通交付金）

保険給付費等交付 01 保険者努力支援分

金（特別交付金） 02 特別調整交付金分

03 県繰入金分

04 特定健診等負担金

財政安定化基金交 01 財政安定化基金交付金

付金

利子及び配当金 01 支払準備基金利子収入

02 高額療養費貸付基金利子収入

保険基盤安定繰入 01 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

保険基盤安定繰入 01 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

未就学児均等割保 01 未就学児均等割保険税繰入金

険税繰入金

職員給与費等繰入 01 職員給与費等繰入金

金

産前産後保険税繰 01 産前産後保険税繰入金

入金

出産育児一時金等 01 出産育児一時金等繰入金

繰入金

節
説　　　　　　　　 明

区　　　分
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(款)  7 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

( 1 一般会計繰入金)

　　　　　 計

(款)  7 繰入金 (項)  2 基金繰入金

支払準備基金繰入金 △71,917

　　　　　 計 △71,917

(款)  8 繰越金 (項)  1 繰越金

その他繰越金

　　　　　 計

(款)  9 諸収入 (項)  1 延滞金、加算金及び過料

延滞金 △1,225

加算金

過料

　　　　　 計 △1,225

(款)  9 諸収入 (項)  2 預金利子

預金利子

　　　　　 計

(款)  9 諸収入 (項)  3 雑入

第三者納付金 △1,189

返納金

雑入 △84

　　　　　 計 △443

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
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（単位：千円）

金 額

財政安定化支援事 01 財政安定化支援事業繰入金

業繰入金

その他一般会計繰 01 その他一般会計繰入金

入金

支払準備基金繰入 01 支払準備基金繰入金

金

その他繰越金 01 前年度繰越金

延滞金 01 延滞金

加算金 01 加算金

過料 01 過料

預金利子 01 預金利子

現物給付分 01 現物給付分

現金給付分 01 現金給付分

現物給付分 01 現物給付分

現金給付分 01 現金給付分

雑入 03 雑入

05 特定健康診査納付金

節
説　　　　　　　　 明

区　　　分
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３．歳　出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 一般管理費 110,920 104,326 6,594 110,920

 2 連合会負担金 2,088 2,129 △41 2,088

比   較目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般
財 源
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（単位：千円）

　　国国民民健健康康保保険険人人件件費費                 7744,,996644

 1 報　酬 6,692  02 給　料 38,351

   02 一般職給

 03 職員手当等 24,554

 2 給　料 38,351    01 扶養手当 174

   02 通勤手当 1,511

   05 一般職期末手当 8,194

 3 職員手当等 30,744    06 一般職勤勉手当 7,515

   07 住居手当 600

   08 管理職手当 599

 4 共済費 12,059    13 退職手当等負担金 5,178

   29 地域手当 783

 04 共済費 12,059

 8 旅　費 280    03 共済組合負担金追加費用 481

   04 共済組合事務費 115

   14 共済負担金（短長保） 11,275

10 需用費 1,234    20 共済介護保険料負担金 188

　　一一般般管管理理事事業業                 3355,,995566

 01 報　酬 6,692

11 役務費 18,806   03 会計年度任用職員報酬

 03 職員手当等 6,190

   09 時間外手当 3,623

12 委託料 1,868    25 会計年度任用職員期末手当 1,395

   28 会計年度任用職員勤勉手当 1,172

 08 旅　費 280

18 負担金，補助及び 886   01 費用弁償 247

交付金   02 普通旅費 33

 10 需用費 1,234

  01 消耗品費 496

  04 印刷製本費 738

 11 役務費 18,806

  01 通信運搬費 9,897

  03 手数料 8,909

 12 委託料 1,868

   02 電算業務委託料

   24 人材派遣委託料

 18 負担金，補助及び交付金 886

  01 負担金

   04 第三者行為求償事務共同処理業務負担金 22

   05 職員研修等負担金 15

   09 オンライン資格確認等システム負担金 729

   11 ＫＤＢ補完システム維持管理費負担金 120

　　国国保保連連合合会会負負担担金金事事業業                   22,,008888

18 負担金，補助及び 2,088  18 負担金，補助及び交付金 2,088

交付金   01 負担金

   01 国保連合会負担金

節

　説　　　　　　　　 明
区 分 金 額
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(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

　　　計 113,008 106,455 6,553 113,008

(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

 1 賦課徴収費 9,902 8,887 1,015 9,902

　　　計 9,902 8,887 1,015 9,902

(款)  1 総務費 (項)  3 運営協議会費

 1 運営協議会費 427 393 34 427

　　　計 427 393 34 427

(款)  1 総務費 (項)  4 趣旨普及費

 1 趣旨普及費 989 537 452 989

　　　計 989 537 452 989

目 比   較 特 定 財 源 一 般
財 源

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳
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（単位：千円）

　　賦賦課課事事務務事事業業                   77,,995544

10 需用費 713  10 需用費 224

  01 消耗品費 51

  04 印刷製本費 173

11 役務費 3,704  11 役務費 2,245

  01 通信運搬費

 12 委託料 5,485

12 委託料 5,485    03 電算業務委託料

　　徴徴収収事事務務事事業業                   11,,994488

 10 需用費 489

  01 消耗品費

 11 役務費 1,459

  01 通信運搬費

　　運運営営協協議議会会事事業業                       442277

 1 報　酬 281  01 報　酬 281

  02 委員等報酬

 08 旅　費 33

 8 旅　費 33   01 費用弁償

 10 需用費 52

  01 消耗品費

10 需用費 52  11 役務費 19

  01 通信運搬費

 18 負担金，補助及び交付金 42

11 役務費 19   01 負担金

   01 県国保運営協議会長会負担金 29

   99 研修等負担金 13

18 負担金，補助及び 42

交付金

　　趣趣旨旨普普及及事事業業                       998899

10 需用費 989  10 需用費 989

  04 印刷製本費

　説　　　　　　　　 明
区 分 金 額

節

―305―



(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 療養給付費 3,811,038 3,827,070 △16,032 3,811,038

 2 療養費 14,426 14,935 △509 14,426

 3 審査支払手数料 15,260 15,626 △366 15,260

　　　計 3,840,724 3,857,631 △16,907 3,840,724

(款)  2 保険給付費 (項)  2 高額療養費

 1 高額療養費 518,283 518,455 △172 518,283

 2 高額介護合算療養費 371 437 △66 371

　　　計 518,654 518,892 △238 518,654

(款)  2 保険給付費 (項)  3 移送費

 1 移送費 100 100 0 100

　　　計 100 100 0 100

(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

 1 出産育児一時金 22,500 25,000 △2,500 22,500

　　　計 22,500 25,000 △2,500 22,500

(款)  2 保険給付費 (項)  5 葬祭諸費

 1 葬祭費 5,000 6,000 △1,000 5,000

　　　計 5,000 6,000 △1,000 5,000

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目 比   較 特 定 財 源 一 般
財 源
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（単位：千円）

　　療療養養給給付付費費           33,,881111,,003388

18 負担金，補助及び 3,811,038  18 負担金，補助及び交付金 3,811,038

交付金   01 負担金

   01 療養給付費

　　療療養養費費                 1144,,442266

18 負担金，補助及び 14,426  18 負担金，補助及び交付金 14,426

交付金   01 負担金

   01 療養費 14,425

   03 震災による還付金 1

　　審審査査支支払払手手数数料料                 1155,,226600

11 役務費 15,260  11 役務費 15,260

  03 手数料

　　高高額額療療養養費費               551188,,228833

18 負担金，補助及び 518,283  18 負担金，補助及び交付金 518,283

交付金   01 負担金

   01 高額療養費

　　高高額額介介護護合合算算療療養養費費                       337711

18 負担金，補助及び 371  18 負担金，補助及び交付金 371

交付金   01 負担金

   01 高額介護合算療養費

　　移移送送費費                       110000

18 負担金，補助及び 100  18 負担金，補助及び交付金 100

交付金   01 負担金

   01 移送費

　　出出産産育育児児一一時時金金                 2222,,550000

18 負担金，補助及び 22,500  18 負担金，補助及び交付金 22,500

交付金   01 負担金

   01 出産育児一時金

　　葬葬祭祭費費                   55,,000000

18 負担金，補助及び 5,000  18 負担金，補助及び交付金 5,000

交付金   01 負担金

   01 葬祭費

節

　説　　　　　　　　 明
金 額区 分

―307―



(款)  2 保険給付費 (項)  6 傷病諸費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 傷病手当金 1 1 0 1

　　　計 1 1 0 1

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  1 医療給付費分

 1 医療給付費分 1,569,175 1,642,061 △72,886 116,333 1,442,927 9,915

　　　計 1,569,175 1,642,061 △72,886 116,333 1,442,927 9,915

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  2 後期高齢者支援金等分

 1 後期高齢者支援金等 678,487 692,135 △13,648 632,263 46,224

分

　　　計 678,487 692,135 △13,648 632,263 46,224

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  3 介護納付金分

 1 介護納付金分 235,773 241,171 △5,398 216,710 19,063

　　　計 235,773 241,171 △5,398 216,710 19,063

(款)  4 保健事業費 (項)  1 特定健康診査等事業費

 1 特定健康診査等事業 53,900 52,429 1,471 20,500 2,871 30,529

費

一 般
財 源

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目 比   較 特 定 財 源
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額
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（単位：千円）

　　傷傷病病手手当当金金                           11

18 負担金，補助及び 1  18 負担金，補助及び交付金 1

交付金   01 負担金

   01 傷病手当金

　　国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金（（医医療療給給付付費費分分））           11,,556699,,117755

18 負担金，補助及び 1,569,175  18 負担金，補助及び交付金 1,569,175

交付金   01 負担金

   01 医療給付費分

　　国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金（（後後期期高高齢齢者者支支援援金金等等分分

18 負担金，補助及び 678,487 ））               667788,,448877

交付金  18 負担金，補助及び交付金 678,487

  01 負担金

   01 後期高齢者支援金等分

　　国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金（（介介護護納納付付金金分分））               223355,,777733

18 負担金，補助及び 235,773  18 負担金，補助及び交付金 235,773

交付金   01 負担金

   01 介護納付金分

　　特特定定健健康康診診査査等等事事業業                 5533,,990000

 1 報　酬 2,134  01 報　酬 2,134

  03 会計年度任用職員報酬

 03 職員手当等 1,059

 3 職員手当等 1,059    09 時間外手当 240

   25 会計年度任用職員期末手当 445

   28 会計年度任用職員勤勉手当 374

 8 旅　費 122  08 旅　費 122

  01 費用弁償

 10 需用費 522

10 需用費 522   01 消耗品費

 11 役務費 3,144

  01 通信運搬費 2,718

11 役務費 3,144   03 手数料 426

 12 委託料 43,376

   02 特定健診等業務委託料

12 委託料 43,376    03 特定健診等システム委託料

区 分

節

　説　　　　　　　　 明
金 額
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(款)  4 保健事業費 (項)  1 特定健康診査等事業費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

( 1 特定健康診査等

事業費)

　　　計 53,900 52,429 1,471 20,500 2,871 30,529

(款)  4 保健事業費 (項)  2 保健事業費

 1 保健衛生普及費 24,621 25,076 △455 24,621

 2 疾病予防費 2,092 1,988 104 2,092

 3 医療費適正化特別対 401 373 28 401

策費

　　　計 27,114 27,437 △323 27,114

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目 比   較 特 定 財 源 一 般
財 源
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（単位：千円）

 18 負担金，補助及び交付金 3,543

18 負担金，補助及び 3,543   01 負担金 543

交付金    01 特定健診等データ管理システム負担金

  02 補助金 3,000

   01 人間ドック健診助成金

　　保保健健衛衛生生普普及及事事業業                 1144,,336600

 7 報償費 60  11 役務費 3,008

  01 通信運搬費 2,325

  03 手数料 683

10 需用費 64  12 委託料 11,352

   09 特定健診詳細非該当分委託料

　　国国保保ヘヘルルススアアッッププ事事業業                 1100,,226611

11 役務費 3,393  07 報償費 60

  01 報償費

 10 需用費 64

12 委託料 21,104   01 消耗品費

 11 役務費 385

  01 通信運搬費

 12 委託料 9,752

   11 医療費等分析業務委託料

   12 健康教育時検査委託料

   14 健康教育時指導委託料

   15 糖尿病性腎症重症化予防業務委託料

　　疾疾病病予予防防事事業業                   22,,009922

10 需用費 243  10 需用費 243

  04 印刷製本費

 11 役務費 69

11 役務費 69   01 通信運搬費

 18 負担金，補助及び交付金 1,780

  02 補助金

18 負担金，補助及び 1,780    01 医療機関健診無料受診助成金 20

交付金    02 脳ドック健診助成金 1,760

　　医医療療費費適適正正化化特特別別対対策策事事業業                       440011

10 需用費 368  10 需用費 368

  01 消耗品費 107

  04 印刷製本費 261

11 役務費 33  11 役務費 33

  03 手数料

節

　説　　　　　　　　 明
金 額区 分
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(款)  5 基金積立金 (項)  1 基金積立金

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 支払準備基金積立金 286 50 236 286

 2 高額療養費貸付基金 1 1 0 1

積立金

　　　計 287 51 236 286 1

(款)  6 公債費 (項)  1 公債費

 1 利子 1 1 0 1

　　　計 1 1 0 1

(款)  7 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

 1 保険税還付金 7,073 7,436 △363 7,073

 2 償還金 2 8 △6 2

 3 還付加算金 100 100 0 100

　　　計 7,175 7,544 △369 7,175

(款)  7 諸支出金 (項)  2 延滞金

 1 延滞金 1 1 0 1

　　　計 1 1 0 1

(款)  7 諸支出金 (項)  3 繰出金

 1 他会計繰出金 1 1 0 1

　　　計 1 1 0 1

比   較 特 定 財 源 一 般
財 源

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目
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（単位：千円）

　　支支払払準準備備基基金金積積立立金金事事業業                       228866

24 積立金 286  24 積立金 286

   09 国民健康保険支払準備基金積立金

　　高高額額療療養養費費貸貸付付基基金金積積立立金金事事業業                           11

27 繰出金 1  27 繰出金 1

   09 高額療養費貸付基金繰出金

　　一一時時借借入入金金利利子子事事業業                           11

22 償還金，利子及び 1  22 償還金，利子及び割引料 1

割引料    03 一時借入金利子

　　保保険険税税還還付付金金事事業業                   77,,007733

22 償還金，利子及び 7,073  22 償還金，利子及び割引料 7,073

割引料    01 過誤納金還付金

　　償償還還金金事事業業                           22

22 償還金，利子及び 2  22 償還金，利子及び割引料 2

割引料    04 国庫支出金等返還金 1

   28 保険給付費等交付金償還金 1

　　還還付付加加算算金金事事業業                       110000

22 償還金，利子及び 100  22 償還金，利子及び割引料 100

割引料    02 過誤納金還付加算金

　　延延滞滞金金事事業業                           11

21 補償，補填及び賠 1  21 補償，補填及び賠償金 1

償金   01 補償金

   08 延滞金

　　一一般般会会計計繰繰出出金金事事業業                           11

27 繰出金 1  27 繰出金 1

   01 一般会計繰出金

区 分

節

　説　　　　　　　　 明
金 額
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(款)  8 予備費 (項)  1 予備費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 予備費 10,000 10,000 0 10,000

　　　計 10,000 10,000 0 10,000

(款) × 共同事業拠出金 (項) × 共同事業拠出金

× 共同事業事務費拠出 0 1 △1

金

　　　計 0 1 △1

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目 比   較 特 定 財 源 一 般
財 源
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（単位：千円）

　　予予備備費費                 1100,,000000

廃款

　説　　　　　　　　 明
金 額

節

区 分
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　１．特　別　職

職 員 数 期末手当
（人） 報 酬 給 料 年間支給率 地域手当

（月　分）

　２．一　般　職
　　（１）　総　　括

職 員 数
（ 人 ）

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

　（　　)内は、外書きで定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用短時間勤務職員含む。

区　分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 住 居 手 当

本年度
前年度
比 較 △ 360

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細
増 減 額

　（３）給料及び職員手当等の状況
　　ア　職員１人当たりの給与

　　イ　初　　任　　給

高 校 卒
大 学 卒

区 分

給 与 費

区 分
給 与 費

職員手当

給　　　与　　　費

特 別 職
本 年 度

その他の

特 別 職
前 年 度

その他の

特 別 職
比 較

その他の

本 年 度

前 年 度

比 較

の 内 訳

区 分 増 減 事 由 別 内 訳

１．給　　　料

　給与改定に伴う増減

　昇給に伴う増

区 分 一 般 行 政 職

２．職員手当

　給与改定に伴う増減

　その他の増減

　その他の増減 △ 778

平 均 年 齢 （ 歳 ） 34歳4ヶ月

区 分
一般行政職 国 の 制 度

（円）　 行政職（一）（ 円）

令和7年1月1日現在
平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
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（単位：千円）

寒冷地手当

（単位：千円）

）、任期付短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員を表す

時 間 外

勤 務 手 当

（単位：千円）

　　　　給料の改定率
　　　　給与改定の実施時期
　平均昇給率　　

(4人)
11人

(4人)
11人

会計間異動に伴う増減
その他

給 与 費

共 済 費 退職手当負担金

地 域 手 当

共 済 費 退 職 手 当 負 担 金 合 計

管理職特別
宿日直手当

勤 務 手 当

合 計 備 考
その他の

計
手　　当

明　　　細　　　書

備 考

△ 266

説 明 備 考
　給与改定の状況

　　　　現に在職する職員数　　その他　　　計
会計間異動に伴う増減 △ 778

　　本年度

令和6年4月1日

(4人)
11人

その他
　　前年度

(4人)
11人

　　増　減

区 分 一 般 行 政 職

採用、退職に伴う増減

採用、退職に伴う増減 　職員数の異動状況

平 均 年 齢 （ 歳 ） 36歳6ヶ月
令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
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　ウ　級　別　職　員　数

構成比（％）

　（　　)内は、外書きで再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を表す

１ 級 ４ 級
係　　長
主 査 等

　エ　昇給

　オ　期末手当・勤勉手当
支 給 率 計
（月　　分）

　（　　)内は、外書きで定年前再任用短時間勤務職員を表す

　３５年勤続の者

（月分）

　キ　その他の手当

国 の 制 度 （ 支 給 率 等 ）

支 給 率 等

住 居 手 当 同

地 域 手 当 同

区 分 国 の 制 度 と の 異 同
扶 養 手 当 同

通 勤 手 当 異

（月分） （月分）

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
 ２０年勤続の者  ２５年勤続の者

国　　の　　制　　度

前年度

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６ 月 （ 月 分 ） １２月（月分）

　比　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

本

年

度

本年度

６号給 （人）
４号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）
職 員 数 （Ａ） （人）

３号給 （人）

８号給 （人）

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人）

主　　幹

区 分 一 般 行 政 職

一般行政職 主 事 等 主 事 等
係　　長

（級別の標準的な職務内容）
区 分 ２ 級 ３ 級

計

７級
６級
５級

２級

４級
３級

区 分
一 般 行 政 職

級 職員数（人）

令和7年1月1日現在

１級

―318―



構成比（％）

６ 級

茨城県総合事務組合条例による

差 異 の 内 容

片道2ｋｍ以上の交通用具使用者に対して 2,500円～55,000円を支給

備 考
（月分） 　　加 算 措 置 等

有

　最 高 限 度 　　そ　の　他　の

有

有

（％）

職 制 上 の 段 階 , 職 務 の 級 等 に よ る
備 考

加            算           措            置

　比　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人）

６号給 （人）

３号給 （人）
４号給 （人）

８号給 （人）

職 員 数 （Ａ） （人）
昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）前

年

度

（人）

部　長　等

区 分 一 般 行 政 職

課長補佐等 課　長　等

５ 級 ７ 級

計

７級
６級
５級

２級

４級
３級

区 分
一 般 行 政 職

級 職員数（人）

令和6年1月1日現在

１級

―319―


